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1 R5.1.25 R5.2.7 施工体系図（都庁舎（３）内部改修その他前期工事） 1 1 1

現場代理人、監督員、監理技術者、主任技術者、統括安全衛生責任者、元方
安全衛生管理者、安全衛生責任者、安全衛生管理者、書記及び専門技術者の
氏名は個人の氏名に関する情報であり、特定の個人を識別することができる
ため

財務局建築
保全部庁舎
整備課

2 R5.1.25 R5.2.8
施工体系図（東京都都立大学晴海校舎（４）防水改修工事）

1 1 1

現場代理人、監督員、監理技術者、主任技術者、統括安全衛生責任者、元方
安全衛生管理者、安全衛生責任者、安全衛生管理者、書記及び専門技術者の
氏名は個人の氏名に関する情報であり、特定の個人を識別することができる
ため

財務局建築
保全部施設
整備第一課

3 R5.2.6 R5.2.15

令和３年４月１日付 建築工事積算標準単価表
令和３年４月１日付 電気設備工事積算標準単価表
令和３年４月１日付 機械設備工事積算標準単価表
令和３年４月１日付 建築工事積算標準単価（歩掛）
令和３年４月１日付 電気設備工事積算標準単価（歩掛）
令和３年４月１日付 機械設備工事積算標準単価（歩掛）

10541 1
財務局建築
保全部技術
管理課

4 R4.12.18 R5.2.16

庁有車運転日誌
副知事、政策担当特別秘書及び政務担当特別秘書
平成29年１月１日から令和３年３月31日までの分

保存年限を超えており、当該文書が不存在であるため 財務局総務
部経理課

5 R4.12.18 R5.2.16

庁有車運転日誌
(１)多羅尾副知事　令和３年４月１日から令和３年10月25日までの分
(２)梶原副知事　令和３年４月１日から令和３年10月25日までの分
(３)武市副知事　令和３年４月１日から令和４年12月17日までの分
(４)黒沼副知事　令和３年10月26日から令和４年12月17日までの分
(５)潮田副知事　令和３年10月26日から令和４年12月17日までの分
(６)宮坂副知事　令和３年４月１日から令和４年12月17日までの分
(７)村山特別秘書　令和３年４月１日から令和４年12月17日までの分
(８)宮地特別秘書　令和３年４月１日から令和４年12月17日までの分

2892 1

車両番号
・東京都情報公開条例第７条第４号に該当
開示することにより車両が特定され、警備上支障を及ぼすと認められるため

財務局総務
部経理課

6 R5.1.31 R5.2.22
・公共建築物整備の基本指針
・東京都建築工事標準仕様書
（都庁（建物）の設計コンセプト、発注仕様）

457
本件開示請求の対象公文書は、いずれもインターネットによる公表情報等と
同一の情報が記載されたものであり、東京都情報公開条例第18条第2項により
当該公文書を開示しないものとされているため。

財務局建築
保全部技術
管理課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

表の見方

＜決定区分＞

・開示、一部開示、非開示（開示しない）、不存在（文書が存在しない）、存否応答拒否（文書があるかないかを明らかにすることで、非開示情報を開示してしまうことになるためあるかないかを明らかにしない）のうち、該当す

る項目に「１」を記入しています。

＜（根拠規定）条例7条＞

・一部開示及び非開示について、東京都情報公開条例第７条各号のいずれを根拠として非開示としたのか、該当する項目に「１」を記入しています。

東京都情報公開条例第７条第１号：法令秘情報

第２号：個人情報

第３号：事業活動情報

第４号：犯罪の予防・捜査等情報

第５号：審議・検討又は協議に関する情報

第６号：行政運営情報

第７号：任意提供情報

第８号：特定個人情報

第９号：死者の個人番号

＜公文書の件名＞について

・特定の個人名、法人名又はそれらの特定に結びつく可能性のある情報は○○と表記しています。


